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1．はじめに：報告の概要

• 巨大化する水害・水災の損害の現状と、それ
をもたらす水災リスクの特性を整理

• 巨額化する水災リスクの保険金支払い負担
に対する損害保険会社の方策

• 水災補償付帯を促す火災保険のインセンティ
ブのあり方
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1．はじめに：考察のアプローチ

• リスク概念を定義し、リスク発生過程から損
害状況を眺めることで、近年の水災リスクの
変化を解明する。

• 水災リスクをめぐって保険金支払いの増加に
対する損害保険会社の方策が保険加入者の
減少を招く可能性があり、一種のジレンマに
陥る状況を保険の限界の観点から考察する。

• ジレンマを解消するための方策について追加
的な考察を試みる
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1．はじめに

• 近年の水害・水災の事故は、とくに都市部に
おいて甚大な被害をもたらしている。

• 企業の事業継続や家計の生活再建をはじめ
、水害・水災対策の推進は社会全体の喫緊
の課題。



1．はじめに

• イギリスの地方自治体協議会は洪水害の管
理対策（Flood Risk Management）の必要性を
喚起している。

–気候変動

–治水整備・維持管理の不備

–水災リスク対策の費用負担をめぐる利害関係者
間の責任所在の曖昧さ

–水災リスクの理解不足



2. 水災リスクの特性

• 水災リスクを天候の変化より生じる洪水、融
雪洪水、高潮、土砂崩れ、落石等によって、
ある人の家屋・家財が損害を被る可能性とす
る。

• したがって、津波による物的損害は水災リス
クから除外される。
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2. 水災リスクの特性：SPRCモデルからの接近

• Source-Pathway-Receptor-Consequence 
model（SPRCモデル）

– Source：集中豪雨や局地的大雨で増水した河川

– Pathway：堤防を乗り越え、あるいは決壊した堤
防を経路として氾濫

– Receptor：被災地域の人々や建物・家財

– Consequence：損害をもたらす

• 堤防の決壊を防ぐ→河川が市街地や農地に
流入する経路を遮断。
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2. 水災リスクの特性：リスク発生過程の構造
から

• 共通のハザード：集中豪雨や局地的大雨

• 個別のペリルのハザード

–土砂災害・・・土壌の性質や植生の状態による崩
れやすさ

–浸水害・・・地上の傾斜や都市化の状況、そして
下水道整備の状況

–洪水害・・・堤防の高さと流域特性（地形・地質、
土地利用など）

8



図表1 水害被害額合計の推移
（過去20年間、単位：百万円）

 
出所：国土交通省の公表データをもとに作成



図表2 水害被害構成比と水害被害額合計の推移
（過去20年間、単位：百万円、%）

出所：国土交通省の公表データをもとに作成



図表3 家屋被害と家庭用品被害額の推移
（過去20年間、単位：百万円）

出所：国土交通省の公表データをもとに作成



図表4 家屋被害（過去20年間）

出所：国土交通省の公表データをもとに作成



2. 水災リスクの特性：近年の変化

• 水災リスクの都市型化

• 水災リスクの時間的・地域的集中化

• 水災リスクと自然災害リスクの結合化

• 水災リスクの連続的な発生

→水災リスクの損害の巨額化
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3. 水災リスクと経済的保障：国内外の水災補
償
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出
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出所：JA共済総合研究所（2017）を抜粋、一部修正



3. 水災リスクと経済的保障：サプライサイドの
課題

• 巨額化する損害を填補する損害保険会社の
保険金支払い負担は増大

• 一時的あるいは連続的な保険金支払いの急
激な負担増加は損害保険会社の財務クッシ
ョンに深刻な影響を与え、保険引受キャパシ
ティは脆弱化するおそれがある。

• 保険引受キャパシティの回復のための保険
料率の引上げは保険購入の可能性（
affordability）を小さくするおそれ
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図表5 火災保険の正味支払保険金の推移
（過去２０年間、単位：百万円）

出所：『インシュアランス損害保険統計号』より作成



図表6 損害率、事業費率、コンバインド・レシオ
の推移（過去２０年間、単位：百万円）

出所：『インシュアランス損害保険統計号』より作成
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3. 水災リスクと経済的保障：サプライサイドの
対応策

• 巨額化する水災リスクへの保険金支払いに
対する損害保険会社の方策

–再保険の拡充

– リスク・ファイナンスの活用

–金融収益の強化

–加入者へのリスク予防活動・軽減活動の喚起・促
進

–保険引受条件の厳格化

–保険料率の引上げ
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3. 水災リスクと経済的保障

• 保険料率引上げによる保険購入の可能性の
減退は、火災保険・水災補償の普及を妨げる

• 保険制度の成立において、多数の加入者の
存在は不可欠であり、危険団体における危険
分散効果を弱める。

• しかし、損害保険会社の担保力回復のため
には保険料率引上げも必要
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3. 水災リスクと経済的保障

• かかる点で、保険金支払い負担の軽減のた
めの保険料引上げをめぐって、ある種のジレ
ンマに陥る可能性がある。

• 損害保険会社の経営内部での対応を推進し
つつも、保険制度の外、損害保険会社の経
営外部にあるリソースを活用する方策が必要

• 水災補償とリスク予防・軽減を組み合わせた
取り組みの有効性はしばしば指摘される。

–ハザード・マップの活用はその一例
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4. 水災リスクをめぐる予防・軽減活動と火災保
険の連動性①

• 個人レベルでのリスク軽減活動と火災保険の
連動性

• 水災リスクの回避

• 回避のデメリット

–転居にかかる金銭的・精神的負担

–個人の回避を促すための金銭的・物理的な支援
策を講じなければならない。公的支援？
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4. 水災リスクをめぐる予防・軽減活動と火災保
険の連動性②

• リスク予防活動・軽減活動のインセンティブを
火災保険に設定

–予防活動の取り組みを火災保険料の割引きに反
映・・・評価対象とその手法や基準の明確化必要

–予防活動の内容によって、担保危険を制限

–保険契約者と保険会社との間での損害を按分

–物理的なリスク・コントロールは困難

–住宅の構造の改修にも費用負担の問題あり
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4. 水災リスクをめぐる予防・軽減活動と火災保
険の連動性③

• 地域レベルでのリスク軽減活動を火災保険
の加入・水災補償付帯と連動できないか？

• 治水整備の投資意思決定では、治水整備に
よるリスク軽減効果とそれによる保険料節約
効果を治水工事の便益として評価。

–治水整備の便益は住民の治水工事の支払意思
額。
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図表7 保険の利用が可能な場合の資産形成の推移

保険料節約効果

被害軽減効果

水害1 水害2
時間

T1 T2

治水事業効果＝
保険料節約効果＋被害軽減効果

年々の総資産は保
険料だけ減少する

A

B

C

D

d1 β・d1

カバー率βの保険を利用すると
きの治水事業の効果

A:災害リスクがない時
B：カバー率β（0<β<1）の保険に加入し、水害にあわない場合（仮想）
C：カバー率βの保険に加入する時
D：カバー率100%の保険に加入する時

総資産

出所：小林・湧川（2005）、p.125より抜粋。



4. 水災リスクをめぐる予防・軽減活動と火災保
険の連動性④

• したがって、治水工事の便益を大きくすること
が治水整備によるリスクコントールの実現に
結びつく

• 治水整備＝地域的なリスク軽減活動→当該
地域の水災リスク低下→保険料率引下げ→
火災保険の加入者増加

• ただし、一連の議論は地域的なリスクコントロ
ールが保険加入を推進するのであって、保険
加入により地域的なリスクコントロールを意思
決定するわけではない。
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4. 水災リスクをめぐる予防・軽減活動と火災保
険の連動性⑤

• 保険制度の外部のリソースの活用（cf.治水整

備＝地域的なリスクコントロール）を促進でき
ないために、保険金支払い負担が増大し、保
険制度成立の安定性が損なわれるならば、
水災補償をめぐる火災保険の成立には、経
営外部環境から限界が画される可能性があ
る。
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5.おわりに①

• では、火災保険の加入により地域的なリスク
コントロールを促す、他の仕組みはない？

• 政府による治水整備の規制を前提に、、、

–水災補償にかかる強制加入（原則自動付帯化）

–政府再保険の設置による損保会社への担保力
の付与
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5.おわりに②

• 次善策として、火災保険加入・水災補償の付
帯を適切に評価することも必要

–火災保険加入・水災補償の付帯が水災リスクに
よる「地価」の下落を防ぐ、ないしは地価の上昇
に貢献する効果

–ヘドニック・アプローチによる地価の算出に保険
加入の要素を評価すべきでは。

–当該地域の地価を保護する目的で治水整備投
資が促進することが期待される。
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